
【適用関係】
　この改正は、改正後の通勤手当の非課税限度額は、令和 8年 4月 1日以後に支払われるべき
通勤手当（同日前に支払われるべき通勤手当の差額として追加支給するものを除きます。）に
ついて、適用されます（改正所令附則 4）。

2 　食事支給に係る所得税非課税限度額
【改正の概要】
　使用者からの食事の支給により受ける経済的利益について所得税が非課税とされる当該食事
の支給に係る使用者の負担額の上限が月額7,500円（改正前：月額3,500円）に引き上げられま
した（令和 8 年 3 月31日付課法12－ 1 他「「所得税基本通達の制定について」の一部改正につ
いて」による改正後の所基通36－38の 2 ）。
【適用関係】
　この改正は、令和 8年 4月 1日以後に支給すべき食事について適用されます（同通達経過的
取扱い）。

3 　深夜勤務の夜食代に係る所得税非課税限度額
【改正の概要】
　使用者が深夜勤務に伴う夜食の現物支給に代えて支給する金銭について所得税が非課税とさ
れる 1回の支給額が650円以下（改正前：300円以下）に引き上げられました（令和 8年 3月31
日付課法12－ 3 他「「深夜勤務に伴う夜食の現物支給に代えて支給する金銭に対する所得税の
取扱いについて」の一部改正」）。
【適用関係】
　この改正は、令和 8年 4月 1日以後に支給すべき金銭について適用されます（同通達経過的
取扱い）。

（了）

　本紙第6893号（令和 8 年 4 月 6 日） 8 ページ「（厳選判決・裁決例詳解）合資会社の無
限責任社員が死亡退社した場合の持分払戻請求権は、相続財産を構成し、かつ、みなし配
当として所得税の課税対象になる」に誤りがありました。お詫びして、下記のとおり訂正
します。

正 誤

【訂正箇所】表題下の判決年月日

（下線部が訂正箇所）

【訂　正】

　名古屋地裁令和 6年 2月22日判決 　名古屋地裁令和 6年 6月22日判決
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